
○ 教育、医療、社会福祉施設、公園など、多くの住民等が利用する公共施設等の耐震化に係る支援

を行うとともに、特に学校施設については、私立学校の耐震化への支援や補助制度等の更なる周知

を行うほか、引き続き市町村への働きかけを行い、公立小中学校の耐震化などの早期完了を促進す

る。また、国に対し耐震化に係る財政支援措置の拡充などを強く提案・要望するなどし、各施設管理

者による耐震化を促進する。【総務部・保健福祉部・環境生活部・建設部・教育庁】

４．推進方策

（住宅・建築物等の耐震化）

○ 戸建て住宅の無料耐震診断や耐震改修に対する支援を実施するとともに、市町村に対し耐震改修

に係る補助制度の創設や制度拡充の働きかけを行うほか、耐震診断が義務付けられているホテルや

旅館などの民間の大規模建築物に対し耐震診断や改修等に係る支援を実施するなど「北海道耐震

改修促進計画」に基づく施策を推進し、住宅・建築物の耐震化を促進する。【建設部】

Ⅰ 自然災害に対する北海道自らの脆弱性を克服

１）住宅・建築物等の耐震化、老朽化対策の推進

函館市民会館の耐震化（函館市）
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○ 中小企業者等が行う観光施設等の耐震改修に対し

「防災・減災貸付（耐震改修対策）」による金融支援

のほか、重要文化財建造物の所有者に対する耐震化に

係る国補助事業の周知・指導などを実施し、観光施設・

文化財等の耐震化を促進する。また、国の重要文化財

に指定されている赤れんが庁舎の改修を実施する。【総

務部・経済部・教育庁】

（建築物等の老朽化対策）

○ 維持管理・更新に係るトータルコストの縮減・平準化を図るため、

個別施設ごとの長寿命化計画に基づき、公共施設等の維持

管理・更新を計画的に行うほか、点検・診断や維持管理・更

新にも活用可能な交付金制度の創設や要件の緩和などについ

て、国に要望を実施する。【総合政策部・建設部】

○ 市街地再開発事業等の支援制度の活用に向け市町村への

助言等を行うなど円滑な事業実施を図り、老朽建築物の建替

等を促進するとともに、「空き家等対策に関する取組方針」に基

づき北海道空き家情報バンクの運営・周知など、空き家の有効

活用等の促進に向けた取組を推進する。【建設部】

（地下施設の防災対策）

○ 道管理河川の洪水浸水想定区域図を市町村に提供するなど、関係機関が連携した防災対策等を

促進するほか、地下施設を有する市町村の地域防災計画の修正を促すとともに、地下施設所有者

（事業者）の避難確保計画及び浸水防止計画の作成を促進する。【総務部・建設部】

（水道施設等の防災対策）

○ 市町村等に対する耐震化計画策定に関する助言等や、必要

な予算確保に向けた国への提案・要望を行うなど、水道施設

の耐震化や老朽化対策を促進するほか、工業用水道施設に

おいても、老朽施設(配水管・ダムゲート等)の更新及び耐震

化の実施について、受水企業等の理解促進を図りながら、計

画的な取組を推進する。【環境生活部・企業局】

○ 市町村等の担当者に対する災害時の対応等に関する研修会の実施や、水道関係団体が主催する

災害訓練への参加等を行い、応急給水体制の整備を促進するとともに、災害により水道施設が被災

した場合に備え、関係団体と締結した覚書に基づき、水道施設の迅速かつ円滑な復旧に向けた支援

等を実施する。【環境生活部】

（下水道施設等の防災対策）

○ 老朽化施設の増大に伴う事故発生や機能停止を未然に防止

するため、ストックマネジメント計画に基づく処理場施設や管渠

の改築更新や耐震化を推進する。また、市町村における農業・

漁業集落排水施設に関し、機能保全計画に基づく老朽化施

設等の計画的な整備を促進する。【農政部・水産林務部・建

設部】

○ 国の循環型社会形成推進交付金を活用して、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を

促進する。【環境生活部】

北海道胆振東部地震に伴う漏水

下水道施設の老朽化

橋梁点検状況

（地盤等の情報共有）

○ 「北海道立総合研究機構」が行っている、遺跡発掘等で明らかとなった地盤液状化に関する位置や

履歴情報をデータベース化する取組について、地震津波対策のため情報共有を図る。【総務部】

○ 市町村が行う大規模盛土造成地に関する変動予測調査等への助言を行うなど、宅地造成に伴う災

害の発生防止の取組を促進する。【建設部】

（農地・農業水利施設の保全管理）

○ 関係団体等と連携し、農地や水路など地域資源の保全管理

に係る地域の共同活動を支援するとともに、支援制度の普及

推進に向けた地域説明会を開催するなど、農業・農村の多面

的機能を維持・発揮するための取組を推進する。【農政部】

農道・水路の草刈り状況
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２）火山噴火・土砂災害に備えた警戒避難体制の整備

（警戒避難体制の整備等）

○ 各火山防災協議会間の情報共有を図り、関係機関の連携の下、火山単位の統一的な避難計画

等の検討や防災訓練の実施、観測機器の整備及び緊急対策用資材の事前準備など、警戒避難

体制の整備及び観測体制の強化を図る。【総務部・建設部】

○ 土砂災害による被害の低減に向けた、ハザードマップの作成を支援するとともに、避難の実効性を高め

るための情報発信の強化を図る。【建設部】

※2021年度国補正の2022年度執行分を含む

2022年度
主な道予算事業

概 要
予算額
（千円）

防災・安全交付金（地域住宅計画に基
づく事業）、地域居住機能再生推進事業
【建設部】

老朽化した公営住宅ストックの計画的な建て替えや改善、高齢化
の著しい地域における大規模団地等の地域居住機能を再生する
建て替え等を実施

6,231,000

防災・安全交付金（住環境整備事業）
【建設部】

地震防災対策に関する普及啓発や耐震診断・改修への支援など、
住宅の耐震化を促進

9,040

中小企業総合振興資金貸付金
【経済部】

中小企業者の経営基盤の強化等を図り本道経済の発展に資す
るため、金融機関に原資を預託し、中小企業者に対する融資を促
進

332,406,000

庁舎等維持営繕費（赤れんが庁舎改修
事業費）
【総務部】

国の重要文化財に指定されている赤れんが庁舎の保存・修復に向
けた改修工事

1,295,464

私立学校施設耐震化支援事業費補助金
【総務部】

学校法人等が行う私立学校施設の耐震化に係る経費の一部を
補助

3,334

社会福祉施設整備事業費（社会福祉施
設整備）
【保健福祉部】

社会福祉施設等の整備（創設、増築、増改築、大規模修繕、
改築等）に対する支援

※ 5,091,594

2022年度
主な道予算事業

概 要
予算額
（千円）

特別支援学校施設整備費（大規模改
造）
【教育庁】

教育環境の改善、建物の耐久性向上及び建物の損耗・機能低
下に対する復旧措置

1,417,275

社会資本整備総合交付金（地域住宅
計画に基づく事業：提案事業）
【建設部】

「空き家等対策に関する取組方針」に基づき、北海道空き家情報
バンクの運営・周知や市町村の取組に対する支援

13,828

水道施設管理指導費（水道施設維持
管理指導費）
【環境生活部】

水道施設・飲料水供給施設に関する指導及び水道の目指すべき
将来像や実現方策等を示す「北海道水道ビジョン」の推進

1,235

生活基盤施設耐震化等補助金事業
（水道対策費）
【環境生活部】

市町村等が行う水道施設の耐震化などの事業に対する支援 4,771,301

室蘭地区工業用水道改修事業、苫小
牧地区工業用水道改修事業、石狩湾
新港地域工業用水道改修事業
【企業局】

工業用水道施設（ダムゲート、配水管、水道橋、取水管理橋
等）における老朽更新及び耐震化（室蘭地区（第四期）、苫
小牧地区（第二期）、石狩湾新港地域）の実施

※ 2,763,683

水産基盤整備事業（漁村総合整備事
業）
【水産林務部】

漁業集落における排水施設の長寿命化計画等に基づく老朽化対
策および防災関連施設の整備

250,000

防災・安全交付金（下水道事業）
【建設部】

施設の耐震化、長寿命化計画に基づく施設の改築更新の実施 2,489,500

多面的機能支払事業
【農政部】

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、農地や
水路など、地域資源の適切な保全管理に取り組む地域の共同活
動の支援

8,998,613

（砂防設備等の整備、老朽化対策）

○ 常時観測火山において、関係機関の連携の下、 「火山噴火緊急減災対策砂防計画」に基づく砂

防対策を計画的に推進する。【建設部】

○ 近年の土砂災害発生状況や保全対象などを勘案し、砂防設備や急傾斜地崩壊防止施設、地すべ

り防止施設等の整備を推進するとともに、個別施設の長寿命化計画等に基づく老朽化対策や施設

の維持管理を適切に実施する。【農政部・建設部】

○ 山地災害発生箇所の早期復旧や「山地災害危険地区における事前防災・減災重点対策中期計

画」に基づく重点的な予防対策、総合的な流木対策などハード対策と、山地災害危険地区の周知

などソフト対策を組み合わせた総合的な治山対策や、個別施設計画に基づき、治山施設の長寿命

化対策を推進する。【水産林務部】

指標名
計画策定時の
現状値

目標値 実績値 指標の説明

住宅の耐震化率
87%

(2015)
95%

(2025)
90.6%
(2020)

住宅の耐震化率

多数の者が利用する建築物の耐
震化率

93%
(2015)

おおむね解消
(2025)

93.7%
(2020)

耐震改修促進法第１４条第１号に定める多数
利用建築物の耐震化率

社会福祉施設の耐震化率
86.0%
(2016)

95%
(2025)

86.6%
(2019)

2階建て又は延べ面積200㎡以上の社会福祉施
設の全棟数に占める耐震済みの棟数の割合

公立小中学校の耐震化率
96.2%
(2019)

100%
(2022)

98.0%
(2021)

公立小・中学校における耐震化率

公立小中学校の屋内運動場等の
吊り天井等の落下防止対策実施
率

99.2%
(2019)

100%
(2022)

99.1%
(2021)

公立小中学校における屋内運動場等の吊り天井
の落下防止対策実施率

個別施設ごとの長寿命化計画策
定率

72.2%
(2018)

100%
(2021)

100%※

(2021)

道が管理または財政負担を負うことが見込まれる公
共施設等（交通、上下水道等、公園等、治水、
農林水産基盤、建物等）における個別施設ごとの
長寿命化計画策定率

上水道の基幹管路の耐震適合率
44%

(2018)
50%

(2022)
44.8%
(2019)

主要な管路における耐震適合性のある管路の割合

管路耐震化率（北海道企業局工
業用水）

59%
(2018)

69%
(2029)

63%
(2020)

企業局工水の管路総延長に対する耐震性のある
材質と継手により構成された管路延長の割合

国の策定マニュアルの改定に対応し
た下水道ＢＣＰの策定率

0%
(2019)

100%
(2021)

100%
※

(2021)
下水道BCPをブラッシュアップしている自治体の割合

地震対策上重要な下水管渠の地
震対策実施率

43%
(2018)

60%
(2025)

54.6%
(2020)

地震対策上重要な下水管渠のうち、耐震化が行
われている割合

下水道施設の長寿命化計画策定
率

89.0%
(2018)

100%
(2021)

94.8%
(2020)

下水道を管理している自治体のうち、長寿命化計
画を策定している自治体の割合

農業集落排水施設の機能診断実
施率

86.0%
(2018)

100%
(2020)

100%
(2020)

農業集落排水施設の劣化状況等を把握するため
に行う機能診断の実施率

浄化槽のうち合併処理浄化槽の設
置率

72.5%
(2017)

76%
(2022)

74.8%
(2019)

市町村等が設置した浄化槽のうち合併処理浄化
槽の設置率

※実績値が未確定であるため、2022年1月末時点の見込値
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（ため池の防災対策）

○ 防災重点ため池の耐震性等に関する詳細調査のほか調査結

果に基づく防災工事、「北海道ため池サポートセンター」を通じ

た技術指導・助言に努めるとともに、必要な予算の確保に向け

関係団体と連携を図りながら国への要望を行う。【農政部】

○ 市町村と連携し農業用ため池の適正な管理と保全に努める。

【農政部】
継立ため池（栗山町）

（森林の整備・保全）

○ 森林計画制度に基づく森林づくりを推進するため、適切な計画

を策定するとともに、山地災害リスクが高い地域における森林整

備や、災害時に備えた林道等の路網整備を計画的に推進する。

【水産林務部】

○ エゾシカ管理計画（第６期）の目標達成のため、これまでの捕

獲対策に加え、市町村による捕獲が進んでいない地域における

捕獲事業の強化を図り、エゾシカジビエの利用拡大等に向けた

狩猟捕獲に対する支援などを行うとともに、道有林内の林道除

雪など捕獲環境の整備を行う。【環境生活部・水産林務部】
林道整備（寿都町）

※2021年度国補正の2022年度執行分を含む

2022年度
主な道予算事業

概 要
予算額
（千円）

総合防災体制整備費（火山・地震防災
対策強化推進費）
【総務部】

火山での観測データの収集・研究分析及び関係機関との連携を
図り、観測・予知体制の強化を推進

2,289

防災・安全交付金（砂防関係事業）
【建設部】

砂防関係施設整備等の土砂災害対策、火山噴火被害を防止・
軽減するための火山噴火緊急減災対策

※ 1,207,980

特定土砂災害対策推進事業
【建設部】

砂防関係施設整備等の土砂災害対策、砂防関係施設の老朽
化対策

※ 6,901,580

治山事業（治山事業）
【水産林務部】

山地災害防止のための治山施設整備 ※ 12,669,465

森林整備事業（林道事業）
【水産林務部】

森林整備を実施する上で重要な基盤となる林道等の路網整備 ※ 2,691,217

森林整備事業（造林事業）
【水産林務部】

森林の多面的機能の持続的な発揮を図るため、造林や間伐等の
森林整備

※ 13,250,616

農業農村整備事業（農村地域防災減災
事業）
【農政部】

防災重点ため池の耐震性、劣化状況に関する詳細調査
農業農村整備事業の

内数（P16）

エゾシカ対策推進費
【環境生活部】

北海道エゾシカ管理計画(第６期）に基づき、個体数調査や対
策協議会などの実施により、エゾシカ個体数の適正管理、被害の
低減を促進

10,122

エゾシカ指定管理鳥獣捕獲等事業費
【環境生活部】

エゾシカ管理計画（第６期）の捕獲目標達成のため、関係機関
と連携し、全道での捕獲事業等の実施

75,607

３）津波避難体制、海岸保全施設の整備

（津波避難体制の整備）

○ 国が公表した太平洋の津波断層モデルに基づき設定・公表した太平洋沿岸の津波浸水想定を踏ま

え、地震被害想定を加えた地震防災対策に関する減災目標（地域目標）の策定に向け、被害想

定や防災対策の検討を進める。また、様々な機会を通じ、国に対し、「日本海溝・千島海溝地震特

別措置法」について、「南海トラフ地震特別措置法」と同等の法制度の整備による財政支援の強化

などについて要望を行うほか、日本海沿岸、太平洋沿岸の津波浸水想定を踏まえ、津波災害警戒

区域の指定推進及び市町村の津波防災まちづくりの支援を行う。【総務部・建設部】

○ 新たな津波浸水想定等を踏まえた市町村の津波ハザードマップ及び津波避難計画の改訂の促進を

図る。【総務部】

○ 令和３年７月に設定した太平洋沿岸の津波浸水想定を踏まえ、避難誘導に必要な標識や表示板

の設置について、市町村に助言・支援を行い整備を促進する。また、地震津波等のパネルや津波実

験装置・家庭用防災グッズ等を展示したパネル展等の開催により道民の防災意識の醸成を図る。

【総務部】

指標名
計画策定時
の現状値

目標値 実績値 指標の説明

常時観測火山（９火山）の統一
的な避難計画の作成状況

７火山
(2019)

９火山
(2024)

9火山
(2021)

統一的な避難計画を作成した火山防災協議会の
割合

土砂災害警戒区域の指定率
53%

(2018)
100%
(2021)

100%※

(2021)
土砂災害警戒区域の指定数を基礎調査が完了
した区域数で除した割合

土砂災害から保全される人家戸数
（道施工）

約2.5万戸
(2018)

約2.7万戸
(2022)

2.55万戸
(2020)

砂防設備や急傾斜地崩壊防止施設等の整備に
より保全される人家戸数

周辺の森林の山地災害防止機能
等が適切に発揮される集落の数

4,345集落
(2018)

4,701集落
(2026)

4,347集落
(2020)

治山事業の実施によって森林の山地災害防止機
能等が適切に発揮され、その森林の機能により保
全される集落数

防災重点ため池の耐震性、豪雨に
関する詳細調査の実施割合

0%
(2019)

100%
(2024)

68%
(2020)

大規模地震や大雨等を起因としたため池の決壊な
どによる２次被害を未然に防止するために行う、た
め池の耐震性、豪雨に関する詳細調査の実施割
合

防災重点ため池のハザードマップの
策定割合

51.0%
(2018)

100%
(2021)

100%※

(2021)
決壊すると多大な影響を与える防災重点ため池の
市町村によるハザードマップの策定割合

育成単層林・育成複層林・天然
生林別森林面積（うち育成複層
林の面積）

753千ha
(2017)

840千ha
(2036)

762千ha
(2019)

発揮を期待する機能に応じて、適切な森林の整備
や保全の実施により誘導された森林の面積

森林の蓄積（二酸化炭素貯蔵
量）

801百万
m3

(2017)

835百万
ｍ3

(2026)

820百万m3
(2019)

森林が吸収固定している二酸化炭素の量

道有林における育成複層林など多
様な森林に誘導する人工林の面
積

40.9千ha
(2018)

51.0千ha
(2026)

42.0千ha
(2019)

道有林の人工林のうち、複層林施業や単層林施
業など多様な方法により森林整備をした面積

※実績値が未確定であるため、2022年1月末時点の見込値



（海岸保全施設等の整備）

○ 高潮、津波等による浸水被害想定や老朽化・耐震調査などを

踏まえ、高潮浸水想定区域図の作成を進めるとともに、海岸堤

防などの施設の計画的な整備や個別施設ごとの長寿命化計画

に基づく老朽化施設の補修・更新など適切な施設の維持管理

に向けた取組を実施する。【農政部・水産林務部・建設部】

○ 「北海道海岸防災林整備基本方針」に基づき、津波の減衰効

果の高い海岸防災林など、津波災害に強い海岸保全施設の

整備を計画的に実施する。【水産林務部】

海岸防災林造成
（苫小牧市）

○ 内水ハザードマップの作成に取り組む市町村に対して、各種会議などを通じて支援を行うとともに、ハ

ザードマップに基づく防災訓練を関係機関と連携して取り組むよう助言等を行う。【総務部・建設部】

４）ソフト・ハードが一体となった治水対策

（洪水・内水ハザードマップの作成）

○ 道管理河川の洪水浸水想定区域図について、新たに指定する

水位周知河川について作成し、河川整備の進捗等必要に応じ

た見直しを行い市町村へ提供するとともに、市町村訪問や（総

合）振興局と市町村との防災合同研修を通じて課題把握や助

言を行うなど、地域の状況に応じた洪水ハザードマップの作成及

びハザードマップを活用した防災訓練等の実施を促進する。また、

「水害対応タイムライン」については、前年度までに試行的運用

を開始したものに加え、新たに指定する水位周知河川に関係す

る市町村を対象としたタイムラインの作成・試行的運用を進める

ほか、毎年5月に実施している「洪水対応演習」において、タイム

ラインを活用した訓練を実施する。【総務部・建設部】

（河川改修等の治水対策）

○ 浸水被害を受けた河川や、人口が集中する都市部を流れる河川等

を優先的に整備するなど、近年の大雨災害等に備えた治水対策を効

果的・効率的に進める。【建設部】

○ 河川管理施設については、北海道樋門長寿命化計画など各施設の

長寿命化計画に基づき補修・更新等を行うほか、河道内樹木の伐

採や堆積土砂の掘削を計画的に実施するなど、適切な維持管理に

より必要な治水機能を確保する。【建設部】

○ 流域の特性や課題に応じ、ソフト・ハード対策の両面から、治水協定

に基づく多目的ダム及び利水ダムの利水容量の事前放流や、既存ダ

ムの長寿命化、効率的かつ高度なダム機能の維持など、既設ダムを

有効活用するダム再生の取組を推進する。【建設部】

○ 被災による長期停電時においても電力を確保し、適切なダム管理を

行うため、道管理の既存ダムでの管理用小水力発電について、検討

を行う。【建設部】

平成30年7月豪雨
（旭川市）

※2021年度国補正の2022年度執行分を含む
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○ 中小河川等における水防災意識社会の再構築に向け、国、道、市町村、気象台などの関係機関で

構成する各地域の「大規模氾濫減災協議会」において、ハード対策とソフト対策を一体的、計画的に

推進するための仕組みを検討する。また、あらゆる関係者の協働による治水対策の全体像を「流域治

水プロジェクト」として流域治水協議会で策定し、ハード・ソフト一体の事前防災対策を推進する。【建

設部】

2022年度
主な道予算事業

概 要
予算額
（千円）

総合防災体制整備費（防災会議運営費）
【総務部】

北海道防災会議及び北海道石油コンビナート等防災本部の開催 4,495

農業農村整備事業（海岸保全施設整備
事業）
【農政部】

高波等から農地を守るための海岸保全施設の整備
農業農村整備事業の

内数（P16）

漁港海岸保全事業
【水産林務部】

高波等から海岸背後の生命及び財産を守るための海岸保全施設
の整備

※ 1,445,060

防災・安全交付金、補助（海岸事業）
【建設部】

海岸保全施設の整備・老朽化対策 ※ 4,054,404

治山事業（防災林造成事業）
【水産林務部】

飛砂、潮風、高潮、津波による被害の防止・軽減 ※ 301,278

地震被害想定等調査事業
【総務部・道総研】

国の防災戦略等を踏まえて、地震防災対策特別措置法に基づく
減災目標を策定するため、地震・津波被害想定の調査を実施

587

新中野ダム警報局更新（函館市）

※2021年度国補正の2022年度執行分を含む

2022年度
主な道予算事業

概 要
予算額
（千円）

特別対策事業費（河川）
【建設部】

治水対策及び安全で快適な水辺空間の整備 7,073,860

防災・安全交付金（河川事業）
【建設部】

河道の掘削、築堤、放水路・遊水地の整備等の治水対策 ※ 21,862,500

○ 下水道浸水被害軽減のため、近年の内水による浸水被害状況等を勘案し、雨水管渠や可搬式排

水ポンプなどの計画的な整備を推進する。【建設部】

指標名
計画策定時の
現状値

目標値 実績値 指標の説明

津波ハザードマップを作成した市町
村の割合

98.8%
(2017)

100%
(2024)

100%
(2020)

津波ハザードマップを作成した市町村の割合

津波避難計画を作成した市町村の
割合

98.8%
(2018)

100%
(2024)

100%
(2020)

市町村における津波避難計画の策定割合

指標名
計画策定時の
現状値

目標値 実績値 指標の説明

洪水予報河川及び水位周知河川
における水害対応タイムラインの作
成割合

52.2%
(2018)

100%
(2020)

100%
(2020)

「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動
計画の取組に係る洪水予報河川及び水位周知
河川における水害対応タイムラインの作成割合

最大クラスの洪水に対応したハザー
ドマップを作成した市町村の割合

48.9%
(2018)

100%
(2024)

84.9%
(2020)

想定最大規模降雨による洪水ハザードマップを作
成した市町村の割合

人口・資産集積地区等における河
川整備計画目標相当の洪水に対
する河川の整備率（全国の国管
理河川）

72.2%
(2017)

76%
(2020)

72.9%
(2018)

人口・資産集積地区等における河川整備計画目
標相当の洪水に対する河川の整備率（国管理）

管理用小水力発電を導入した道
管理ダム

6基
(2019)

7基
(2025)

6基
(2020)

管理用小水力発電を導入した道管理ダムの基数

望月寒川整備状況（札幌市）
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５）暴風雪・豪雪対策の推進

（暴風雪時における道路管理体制の強化）

○ 暴風雪による特殊通行規制について住民への事前周知措置を実施するほか、優先確保ルートの設

定・運用の試行を実施し、暴風雪時における道路管理体制の強化を図る。【建設部】

○ 雪崩や地吹雪などの道路防災総点検の結果を踏まえ、路線の位置付けなどから早期に対策が必要

な箇所の対策工を重点的に実施するほか、その他の箇所についても現地の道路環境・状況を勘案し、

緊急性の高い箇所の対策工を実施する。【建設部】

（除雪体制の確保）

○ 冬期間の安全な道路交通を維持するため、関係機関と連携を図り、

「公共土木施設の維持管理基本方針」に定める維持管理水準に

基づき、適切な除排雪や凍結防止剤等の散布などを実施する。特

に、今冬の札幌圏の記録的な大雪を踏まえ、雪害が発生した市町

村や関係機関と連携し、対応力の強化に向けた検討を行う。【総

務部・建設部】

○ 適切な除排雪の実施に必要な除雪機械の計画的な更新・増強を
進める。【建設部】 新雪除雪作業（夕張市）

６）積雪寒冷を想定した避難所運営・訓練、要援護者への配慮

（保健所機能の充実）

○ 国等が実施する健康危機管理に関する研修に、医師や保健師等の保健所職員を派遣するとともに、

保健所管轄別研修の一部として、災害時における保健活動のマネジメントを適切に行うために必要な

基礎的な知識と技術の習得に向けた研修を実施するとともに、健康管理に関する職員の能力向上を

図る。【保健福祉部】

※2021年度国補正の2022年度執行分を含む

2022年度
主な道予算事業

概 要
予算額
（千円）

防災・安全交付金（道路事業）
【建設部】

道道の新設、改築、修繕等に関する事業のうち防災・安全対策に
係る事業(防雪対策工などの実施)

※ 3,080,654

防災・安全交付金（道路事業：補助道
路除雪事業費）
【建設部】

冬季道路交通の確保を図るための除排雪等 5,806,290

防災・安全交付金（道路事業：除雪機
械）
【建設部】

除排雪の円滑な実施を図るための除排雪機械・凍結防止剤散布
車の更新・増強

1,240,000

（避難場所等の指定・整備・普及啓発）

○ 指定緊急避難場所等の指定状況の実態把握に努めるとともに、想定される災害に応じた施設の選

定や整備の状況、収容人数、安全性、管理の状況、新型コロナウイルス等の感染症を踏まえた対応

や厳冬期への備えなど、その適切性を確保するため、市町村に対して適時適切に助言を行い、必要

な見直し、確保の取組を支援する。【総務部】

○ 福祉避難所の意義と目的、平時及び災害時における取組等について、市町村、道民に周知を図ると

ともに、市町村における福祉避難所の設置・運営に必要な資器材の確保の支援や情報提供、福祉

関係団体への協力依頼等により市町村の福祉避難所の確保を促進する。【保健福祉部】

○ 災害時の避難場所として活用される都市公園や、備蓄倉庫等

を市町村が国補助事業等を活用して整備等を行う際、助言等

の支援を行うなど、計画的な施設整備を促進する。【建設部】

避難場所としても利用される
東光スポーツ公園（旭川市）

（災害時における福祉的支援）

○ 災害時に福祉避難所などに人材を派遣する「北海道災害派遣ケアチーム」の制度周知を進めるととも

に、必要に応じ、関係団体の参加について協力要請を行う。【保健福祉部】

○ 国のガイドラインに基づき、災害福祉支援ネットワーク会議を開催し、平時から関係機関との情報共

有等を図るほか、関係者の研修・訓練を実施するなどして、災害発生時の支援体制の構築を図る。

【保健福祉部】

○ 「災害時における社会福祉施設等の相互支援協定」に基づき、提供できる支援の内容などについて

協定締結団体との情報共有を図るなど人的・物的支援体制の継続と実施体制の充実を図る。【保

健福祉部】

（積雪寒冷を想定した避難所等の対策）

○ 市町村が行う備蓄品の整備に対する支援制度の周知を行うな

ど、防寒対策としての毛布、発電機、ストーブ、感染症対策物

資等の備蓄の促進を図る。【総務部】

○ 厳冬期訓練等を通じ、真冬の寒さ対策等に必要な備蓄の検

証及び避難所環境の整備に対応できる防災力の強化を図る。

【総務部】

（避難所等の生活環境の改善、健康への配慮）

○ 避難所の環境改善に向けて、円滑かつ統一的な運用ができる

ようマニュアルの見直しを行うとともに、市町村の実施する避難所

運営訓練において、必要な支援を行う。特に、避難所における

新型コロナウイルスを含む感染症対策や低体温症対策の充実・

強化が図られるよう、市町村に対し必要な情報提供や助言を

行う。【総務部】

厳冬期における防災総合訓練
（2021.12 北斗市）

○ 災害時における感染症の発生や拡大を防ぐための消毒、駆除等を速やかに行う体制を整備するととも

に、定期的な予防接種の実施体制を継続するなど、災害時の防疫対策を推進する。【保健福祉部】

○ 平時における感染症対策として、患者発生対策を円滑に行うことのできる保健所体制の強化や、必

要な資機材の整備を推進するとともに、国への提案・要望を通じて、空港・港湾の検疫体制の充実を

図る。【総合政策部・保健福祉部】

指標名
計画策定時の
現状値

目標値
実績値
（参考）

指標の説明

道路防災総点検における防雪に関
する道路の要対策箇所の対策率
（道道）

78%
(2018)

90%
(2022)

78%
(2020)

暴風雪時における地吹雪危険箇所等の対策
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７）関係機関の情報共有・住民や外国人を含む観光客への情報伝達体制の強化

○ 災害対策に必要な監視・観測機器の情報を関係機関がリアルタ

イムで共有する各種システムについて、老朽機器の更新や未整備

箇所への観測機器の計画的な整備を推進するとともに、各機関

が保有するカメラ映像等を活用し、悪天候等が予想される際の気

象解説や現地の状況把握に取り組む。【総務部・建設部】

○ 効果的、効率的なネットワーク環境の構築に向け、北海道総合

行政情報ネットワークの老朽化した設備の更新を行うほか、災害

時における通信回線を確保するため、市町村の衛星携帯電話の

整備状況の把握に努めるとともに、国に対し、財政支援について

提案･要望するなど、ネットワーク環境の構築に向けた取組を実施

する。【総務部・総合政策部】

○ Lアラートやポータルサイト、メール等の効果的な活用などにより情報伝達体制の強化を図るなど、住民

等への災害情報伝達手段の多重化に関する取組を促進する。【総務部】

○ 民間テレビ・ラジオ事業者等による予備放送設備、予備電源の整備や中継局の移転整備を促進す

るとともに、災害情報の提供に有効なラジオの難聴対策を推進する。【総合政策部】

危機管理型水位計
（洪水時に特化した低コスト水位計）

○ 国民保護法に基づく安否情報システムの全国一斉操作訓練を通

じ、参加団体の理解促進・操作習熟を図る。【総務部】

○ 主要幹線道路又は主要幹線道路と災害応急対策の拠点とを連

絡する道路等において、光ビーコン・交通情報板・信号機電源付

加装置の計画的な整備を推進する。【警察本部】

○ 被災者等への正確な情報を伝達するため、災害対策本部指揮

室において報道専門官による報道発表を行うほか、道庁公式ツ

イッターを活用した情報発信を行う。また、防災訓練の実施などを

通じて関係機関の連携強化を図り、迅速かつ正確な情報収集や

情報発信の実効性の確保を図る。【総務部】
交通情報板の更新

2022年度
主な道予算事業

概 要
予算額
（千円）

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事
業）
【総合政策部】

市町村が設置する避難所等の資機材等整備等に対する助成
4,180,000

の内数

災害福祉広域支援ネットワーク構築事業
費
【保健福祉部】

災害時において、避難生活中における生活機能の低下等の防止
等を図るため、官民協働による「災害福祉支援ネットワーク」を構築
し、「災害派遣福祉チーム」による一般避難所における災害時要配
慮者に対する福祉支援を実施

3,000

社会福祉施設整備事業費（社会福祉施
設整備事業費）
【保健福祉部】

社会福祉施設等の整備（創設、増築、増改築、大規模修繕、改
築等）に対する支援

※ 5,091,594

保健所体制強化事業費
【保健福祉部】

保健所が健康危機管理の拠点として、感染症対策に適切に対応
するとともに、感染症の長期化により増大するニーズにも対応できる
よう、人員確保・人材育成、設備整備等による体制の維持・強化
を実施

1,854,505

（住民等への情報伝達体制の強化）

○ 避難情報の発令基準の策定状況や課題把握に努め、市町村訪問等により避難対策の課題を把握

し、必要な助言を行うなど発令基準の策定を促進する。【総務部】

（外国人、観光客、高齢者等の要配慮者対策）

○ 災害時に要援護者となる外国人への多言語支援を迅速かつ適切に行うため、民間と連携した支援

体制を継続するほか、外国人を含む観光客に対する災害情報の伝達体制を強化するため、災害時

にはSNS等を活用した多言語による迅速な情報発信や帰宅・帰国等を支援する「観光客緊急サ

ポートステーション」による相談対応を実施するとともに、平時には、観光客緊急サポートステーションの

開設に関する訓練の実施など、観光客の安全確保に向けた取組を推進する。【経済部】

○ 災害時も含め外国人観光客等の移動の利便性を確保するため、道道における道路案内板の英語

表記を推進するとともに、地域の観光団体等に対する支援を通じ道路案内標識の外国語併記やピク

トグラム表記を推進し、観光地における案内表示等の多言語化を促進する。【経済部・建設部】

○ 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成・更新を促進するため、道内市町村の取組状

況等を把握し、情報提供するほか、様々な機会を活用して「災害時における高齢者・障がい者等の

支援対策の手引き」の周知を図るなど、市町村における避難行動要支援者対策を支援する。【保健

福祉部】

（関係機関の情報共有化）

○ 各種訓練・会議等を通じて、国、道、市町村、民間等との情報

連携体制の強化を図る。また、災害応急対策に必要な災害情

報を記した防災関係機関が共有できる防災共通地図の更新・

充実を図る。【総務部・建設部】

○ 本道の気候等に対応した標準仕様を定め、応急仮設住宅の建設に係る協定締結団体と連携した

供給体制の構築を図る。 【建設部】

（帰宅困難者対策の推進）

○ 災害時における帰宅困難者対策として、ホームページやテレビ・ラジオなど様々な媒体を通じて気象、

交通などに関する情報発信を行うとともに、民間企業との協定に基づく、一時滞在場所の提供等を実

施する。また、平時から、暴風雪への備えや避難行動等を解説したリーフレットなどにより、住民への防

災意識の啓発を実施する。【総務部】通信機器の点検作業

指標名
計画策定時の
現状値

目標値 実績値 指標の説明

福祉避難所の確保状況
99%

(2019)
100%
(2020)

100%
(2020)

福祉避難所を確保している市町村数

市町村における非常用電源及び
ストーブの備蓄状況

150市町村
(2015)

179市町村
(2024)

173市町村
(2021)

非常用電源及びストーブを備蓄している市町村の
割合

予防接種法に基づく予防接種麻
しん・風しんワクチンの接種率

95.3%
(2018)

95%以上
(毎年)

91.8%
(2020)

麻しん・風しんのワクチン接種対象者のうち接種し
た者の割合

※2021年度国補正の2022年度執行分を含む
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８）地域防災活動、防災教育の推進、防災体制の充実

（防火対策・火災予防）

○ 消防法令違反の是正や住宅用火災警報器設置による防火対策の強化とともに、引き続き、全道火

災予防運動等の火災予防に係る啓発の取組を推進する。【総務部】

（地域防災活動、防災教育の推進）

○ 北海道地域防災マスター認定研修会の開催などにより地域防

災リーダーを育成するとともに、自主防災組織率向上を図るた

め、市町村への優良事例の情報提供や地域全体でのニーズ

共有・相互支援を目的とした意見交換会を開催するほか、組

織率の低い市町村に対し研修会等を開催するなど自立的な

地域防災活動を支援する。【総務部】

○ facebook等のＳＮＳや動画を活用した情報発信及び「ほっ

かいどう防災教育協働ネットワーク」の構成員と協働した防災教

育イベントの実施などにより、道民各層に対する防災教育を推

進するとともに、デジタル化した防災教育教材や「北海道防災

教育アドバイザー」を北海道地域防災マスターの育成や地域の

防災研修に活用することにより防災教育の充実を図る。【総務

部】

○ 新たな防災教育・訓練手法の開発・普及等を行う実践的な

防災教育モデルを構築するとともに、生徒の防災意識の向上や

地域との連携による安全体制の構築を図るため、高校生防災

サミットや１日防災学校を開催するなど、学校及び地域におけ

る防災教育の一層の充実を図る。【教育庁・総務部】

北海道地域防災マスター
フォローアップ研修

（2020.2 渡島地区）

１日防災学校
（2019.7 旭川市）

（非常用物資の備蓄促進）

○ 各種会議や（総合）振興局と市町村との防災合同研修を活

用し、市町村に備蓄の必要性を周知するとともに、「物資調達・

輸送調整等支援システム」を活用した訓練を実施するなど市町

村と連携した広域的な物資の供給・調達体制の整備に向けた

取組を進める。【総務部】

○ 市町村が行う備蓄品の整備に対する支援制度の周知を行うな

ど、防寒対策としての毛布、発電機、ストーブ、感染症対策物

資等の非常用物資の備蓄促進を図る。【総務部】

物資の集積拠点
(2018.9 厚真町)

※2021年度国補正の2022年度執行分を含む

○ 防災関係機関と協働する防災教育イベントにおいて、備蓄食料や防災グッズ等、自発的な備蓄に

関する啓発を実施する。また、ホームページ、facebook等ＳＮＳを活用し、住民や企業等における

最低３日間、推奨１週間の食料等備蓄の必要性に関する情報発信を行う。【総務部】

○ 市町村における防災訓練や研修、地域防災マスターフォローアップ研修等において、各地域での備蓄

に関する啓発を実施する。【総務部】

2022年度
主な道予算事業

概 要
予算額
（千円）

総合防災体制整備費（防災訓練費）
【総務部】

例年実施の総合防災訓練等とともに、火山噴火総合防災訓練等
を実施

7,559

災害時外国人多言語支援事業費
【総合政策部】

災害時に迅速かつ適切な多言語支援を行うため、災害時多言語
支援センターの設置に合わせて、外国人の支援に係る訓練やボラン
ティアの育成など防災対策を実施

2,689

総合防災体制整備費（災害対応人材強
化費）
【総務部】

防災訓練や防災研修を通じ、道職員及び市町村職員の災害対
応能力の向上を図るとともに、市町村及び自衛隊との連携を強化

4,065

防災・安全交付金（砂防関係事業）
【建設部】

火山噴火被害を防止・軽減するための火山噴火緊急減災対策 ※ 1,207,980

防災・安全交付金（河川事業）
【建設部】

河川情報関連機器の整備や機能向上を伴う更新等 10,919,000

交通安全施設整備事業（うち強靱化関
連経費）
【警察本部】

光ビーコン、交通情報板、信号機電源付加装置等の計画的な整
備

4,077,921

防災・安全交付金（道路事業）
【建設部】

道道の新設、改築、修繕等に関する事業のうち防災・安全対策に
係る事業（道路案内標識の設置等）

326,899

地域の魅力を活かした観光地づくり推進事
業
【経済部】

地域の観光団体等が、観光振興に係る受入体制整備や新たな商
品づくりを図る事業に対して経費の一部を助成

243,857

指標名
計画策定時の
現状値

目標値 実績値 指標の説明

避難勧告等に係る具体的な発令
基準の策定状況（水害）

90.8%
(2018)

100%
(2024)

83.1%
(2020)

市町村における避難勧告等に係る具体的な発令
基準の策定割合

避難勧告等に係る具体的な発令
基準の策定状況（土砂災害）

98.3%
(2018)

100%
(2024)

87.6%
(2020)

市町村における避難勧告等に係る具体的な発令
基準の策定割合

避難勧告等に係る具体的な発令
基準の策定状況（高潮災害）

72.1%
(2018)

100%
(2024)

100.0%
(2020)

市町村における避難勧告等に係る具体的な発令
基準の策定割合

避難勧告等に係る具体的な発令
基準の策定状況（津波災害）

94.0%
(2018)

100%
(2024)

97.5%
(2020)

市町村における避難勧告等に係る具体的な発令
基準の策定割合

防災等に資する公衆無線LANの
整備率

85%
(2018)

100%
(2024)

97.0%
(2020)

防災に資するWi-Fi環境の整備計画（総務省）
と整備済み数の割合



（救急活動等に要する情報基盤、資機材の整備）

○ 消防救急デジタル無線の維持管理費や災害用資機材の更新・整備に係る財政支援について国に

提案・要望するほか、千島・日本海溝沿いの巨大地震などの災害に的確に対処するため、ドローンや

ヘリコプターを用いた映像伝送システムなどの情報基盤や災害関連情報を共有するための資機材等

の整備を推進する。【総務部・警察本部】

（災害対策本部機能等の強化）

○ 道の業務継続計画（BCP）に規定している災害対策本部に係る運用事項について、北海道総合

防災訓練の検証結果等を踏まえた見直しの検討を行うとともに、必要な資機材の整備や本部要員

の非常用備蓄を計画的に整備する。【総務部】
○ 市町村職員を対象に実施するＢＣＰ策定研修等を通じて、市

町村地域防災計画や業務継続計画の見直しを促進するほか、

市町村や関係機関等と連携しパネル展の開催や消防団員の処

遇改善等に向けた働きかけを行うなど消防団の入団促進へ向け

た取組を行う。【総務部】

○ 災害時の防災拠点となる庁舎の非常用電源設備等の整備を

進めるとともに、災害時の防災拠点となる庁舎の耐震化に係る

国の財政支援措置の活用及び代替庁舎の確保について、市町

村に対し、助言などの支援を行う。【総務部】

（行政の業務継続体制の整備）

○ 道のBCPについて、発生した災害の態様や社会情勢を踏まえて見直しの検討を行う。【総務部・教

育庁】

○ 市町村のBCPについて、災害時における行政機能の確保に

向けた推進会議の開催や、道のホームページを活用した先

進事例の情報提供、BCP策定研修会の開催など計画の内

容充実に向けた取組を推進する。【総務部・総合政策部】

○ 道のICT部門の業務継続計画（ICT-BCP）については、

災害時を想定した訓練を実施するなどICT-BCPに沿った取

組を進めるとともに、市町村のICT-BCPについては、引き続

きICT-BCPの必要性や策定手順などの情報提供を行い、

未策定市町村におけるICT-BCP策定を促進する。【総合

政策部】 ＢＣＰ策定演習セミナー

○ 自家発電設備を整備した北海道地域サポートＳＳの周知を行うとともに、石油供給関連事業者等

の災害対応能力向上を図るため、北海道石油業協同組合連合会等と連携し、災害時を想定した

給油等の訓練を実施する。【経済部】

○ 石油コンビナートの防災対策の充実に向け、石油コンビナート等特別防災区域内の特定事業所への

合同立入検査や石油コンビナート等総合防災訓練などを通じ、防災関係機関と事業所との連携体

制の強化を図る。【総務部】

役場庁舎の耐震化（秩父別町）
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2022年度
主な道予算事業

概 要
予算額
（千円）

防災教育推進事業費
【教育庁】

防災教育に関する安全教育モデルの普及・啓発、事業冊子の配
布

8,024

地域づくり総合交付金（地域づくり推進事
業）
【総合政策部】

市町村が設置する避難所等の資機材等整備等に対する助成
4,180,000

の内数

消防団等育成強化対策費補助金（消防
力強化対策費）
【総務部】

消防団を活性化するための事業を行う道消防協会への補助 15,687

総合防災体制整備費（防災会議運営費）
【総務部】

北海道防災会議及び北海道石油コンビナート等防災本部の開催 4,495

総合防災体制整備費（防災訓練費）
【総務部】

例年実施の総合防災訓練等とともに、火山噴火総合防災訓練
等を実施

7,559

高校生防災教育推進事業
【教育庁】

コロナ禍における地域と連携した学校安全体制の構築や生徒の防
災意識の向上

4,955

（石油燃料供給の確保、石油コンビナート等の防災対策）

○ 北海道石油業協同組合連合会と締結した「災害時における石油類燃料の供給等に関する協定」の

実効性を確保するため、道と防災協定を締結する中小企業者等への受注機会の確保・拡大に向け

た取組を実施する。また、北海道石油業協同組合連合会などと締結した「災害時における石油類燃

料の供給等に関する協定」及び覚書をもとに、重要施設の連絡先や石油類タンクなどの情報の共有、

災害時の優先給油の要請スキーム（窓口や手順等）や燃料タンクの満量維持など平常時の備えに

ついて周知を図るなど、災害に備えた一層の連携強化を図る。【経済部】

指標名
計画策定時の
現状値

目標値 実績値 指標の説明

自主防災組織活動カバー率
59.7%
(2018)

全国平均値以
上

(2024)

61.4％
(2021)

全世帯数のうち、自主防災組織の活動範囲に含ま
れている地域の世帯数の割合
(2020全国平均値 84.3%）

防災訓練の実施市町村数
155市町村

(2017)
179市町村

(2024)
172市町村

(2020)
各年度に実施した防災訓練の実施市町村数

市町村庁舎の耐震化率
62.6%
(2017)

全国平均値
(2024)

66.7%
(2020)

防災拠点となる庁舎の耐震化状況
(2020全国平均値 86.1%）

業務継続体制が整備されている
市町村の割合

13.4%
(2019)

全国平均値
(2024)

23.4%
(2020)

国が定める重要６要素を全て規定したＢＣＰを
備えた市町村の割合
(2020全国平均値 31.4%）

ICT部門の業務継続計画
（ICT-BCP）が策定されている
市町村の割合

19.0%
(2018)

全国平均値
(2024)

30.2%
(2020)

道内の市町村でICT部門の業務継続計画
（ICT-BCP）が策定されている市町村の割合
(2020全国平均値 43.6%）

国土強靱化地域計画が策定され
ている市町村の割合

7.2%
(2018)

100％
(2021)

100%※

(2021)
道内の市町村で国土強靱化地域計画が策定さ
れている市町村の割合

※実績値が未確定であるため、2022年1月末時点の見込値



14

（地域コミュニティ機能の維持・活性化）

○ 集落対策の取組を促進するため、地域を支える人材の

育成やネットワークづくりに向けた支援を行うなどサポート体

制を充実させ、地域課題解決に向けた支援を行う。また、

農村地域の活性化を図るため、魅力ある多様なコンテン

ツの開発を推進し、優良事例の情報発信を行うなど農村

ツーリズムの取組を推進する。【総合政策部・農政部】

（地籍調査の実施）

○ 防災対策や社会資本整備の円滑化などを目的とした地籍整備事業に対して支援するとともに、地籍

調査に未着手の市町村や現在、地籍調査を休止している市町村に対し、調査の働きかけを行うほか、

「地籍調査推進だより」による啓発事業を実施する。【農政部】

（仮設住宅など生活基盤等の迅速な確保）

○ 所有者不明土地に関する法制度や運用について情報収集に努めるとともに、住家の被害認定調査

に従事する市町村職員の育成など、被災市町村の迅速な復旧に向けた効果的な支援方法の検討

を行う。【総務部・建設部】

（災害対応に不可欠な建設業との連携）

○ 合同訓練や「災害時における協力体制に関する協定」などを通じ、災害発生時の対応に専門的な技

術を有し、地域事情にも精通する建設業をはじめとした関係機関との連携強化を図る。【総務部・建

設部・警察本部】

９）復旧・復興等を担う人材の育成・確保

○ 「北海道建設産業支援プラン２０１８」に沿って、建設

業団体等が行う人材の確保・育成等の取組を支援すると

ともに、建設産業への入職につながる各種情報を発信す

るほか、建設業団体や教育機関等と連携し、建設産業

の担い手の確保・育成に係る取組を推進する。【建設部】

高校生と若手建設産業就業者との
意見交換会

農村ツーリズムに関する懇談会

2022年度
主な道予算事業

概 要
予算額
（千円）

地震被害想定等調査事業費
【総務部】

国の防災戦略等を踏まえて、地震防災対策特別措置法に基づく
減災目標を策定するため、地震・津波被害想定の調査を実施

587

市町村地籍調査事業費
【農政部】

国土調査法に基づき、一筆ごとの土地の所有者、地番、地目、
境界の調査・測量を行い、その結果を地図と簿冊に作成する地籍
調査事業に対する助成

202,674

総合防災体制整備費（防災訓練費）
【総務部】

例年実施の総合防災訓練等とともに、火山噴火総合防災訓練
等を実施

7,559

建設業経営体質強化対策事業費（建
設産業担い手対策推進事業費）
【建設部】

建設産業の担い手の確保・育成を図るため、建設業団体等が行
う人材の確保・育成等の取組への支援、建設産業への入職につ
ながる各種情報の発信、建設業団体や教育機関等と連携した担
い手確保・育成に係る取組の推進

8,401

地域がうるおう農村ツーリズム発展事業
【農政部】

農村地域の所得向上や交流・関係人口の増加による活性化を
図るため、受入の中核となる人材や事業者の連携による魅力ある
多様なコンテンツの開発を推進し、優良事例を全道に普及

3,849

指標名
計画策定時の
現状値

目標値 実績値 指標の説明

地籍調査進捗率
61%

(2018)
65%

(2030)
62%

(2020)
地籍調査を実施した面積を、国有林及び公有水
面等を除いた対象面積で除して算出したもの

新規高等学校卒業者の道内建
設業への平均就職内定数

単年度平均
744人
(2019)

単年度平均
820人
(2024)

765人
(2020)

高校卒業者の道内建設業への平均就職内定者
数

集落対策を実施している市町村
数（集落対策に取り組む市町村
数）

151市町村
(2019)

177市町村
(2025)

158市町村
(2021)

道内において集落対策を実施している市町村数


